（申請書イ－⑭　添付書類）
令和　　　年　　　月　　　日
申請者
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　※
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※本人（代表者が手書きしない場合は、記名押印してください。
下記について、相違ありません。
（表１：指定業種であって、売上高が減少している事業が属する業種）

	a)売上高が減少している指定業種（※１）
	b) 令和元年12月の指定業種に属する事業の売上高等
	c)最近1か月の指定業種に属する事業の売上高等
	d)減少額

	
	円
	円
	円

	(※２)
	円
	円
	円

	合計
	円
【Ｂ】
	円
【Ａ】
	円


※１：認定申請書の表には、a)欄に記載する指定業種と同じ業種を記載。a)欄には売上高が把握できている指定業種のみの記載でもか可
※２：指定業種の売上高を合算して記載することも可
（申込時点における最近1か月間の指定業種に属する事業の売上高等【Ａ】）
	申込時点における最近1か月間の指定業種に属する事業の売上高
	円


（令和元年12月の指定業種に属する事業の売上高等【Ｂ】）
	令和元年12月の指定業種に属する事業の売上高等
	円


（令和元年12月の企業全体の売上高等【Ｃ】）
	令和元年12月の企業全体の売上高等
	円


（Ａの期間後2か月間の指定業種に属する事業の見込み売上高【Ｄ】）
	Ａの期間後2か月間の指定業種に属する事業の見込み売上高
	円


（Ａの期間に対応する企業全体の売上高等【Ｅ】）
	Ａの期間に対応する企業全体の売上高等
	　　　　　　　　　　　　　　　円


（Ｅの期間後2か月間の企業全体の見込み売上高等【Ｆ】）
	Ｅの期間後2か月間の企業全体の見込み売上高等
	円


売上高等
（１）令和元年12月の企業全体の売上高等に対する、上記の表に記載した指定業種に属する事業の最近1か月間の売上高等の減少額等の割合
（最近1か月間の売上高【(1)-イ】）
	【Ｂ】　　　　　　円　－　【Ａ】　　　　　　円

	【Ｃ】　　　　　　　　円


×100　＝割合　　　　％
（最近3か月間の売上高の実績見込み【(1)-ロ】）
	（【Ｂ】       円　×　３）－（【Ａ】        円　＋　【Ｄ】        円）

	【Ｃ】         円　×　３


×100　＝割合　　　　％
（２）企業全体の売上高等の減少率
（最近1か月間の売上高【(2)-イ】）
	【Ｃ】　　　　　　円　－　【Ｅ】　　　　　　円

	【Ｃ】　　　　　　　　円


×100　＝減少率　　　　％
（最近3か月間の売上高の実績見込み【(2)-ロ】）
	（【Ｃ】       円　×　３）－（【Ｅ】        円　＋【Ｆ】        円）

	【Ｃ】         円　×　３


×100　＝減少率　　　　％（実績見込み）
（注）認定申請にあたっては、上記の売上高が分かる書類等（例えば、試算表や売上台帳など
の提出が必要。
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